
南海トラフ地震臨時情報が
発表された時の対応

正答と解説
テストの結果を振り返り、南海トラフ地震臨時
情報についての理解を深めましょう。

事業者（防災担当）の方

問 

題

5

津波の到達が早いなど、地震が発生してからの避難では間に合
わないおそれのある地域を市町村が「事前避難対象地域」とし
て定めているが、個人が把握するべきなので事業者として知っ
ておく必要はない。

事前避難対象地域について

正解は

解説
「巨大地震警戒」発表時に事前避難が求められる「事
前避難対象地域」に事業所や従業員の住まいが該当
するとき、事業体制に大きく関わってきます。対応に戸
惑わないためにも、関係する地域が該当するかどう
か、自治体のホームページや地域防災計画を確認して
おきましょう。

解説

問 

題

4

「巨大地震警戒」が発表された場合、地震が発生してからの避
難では間に合わない地域でとる対応は「リスクは回避し、いつ
でも逃げられるようにしておく」ことだ。

巨大地震警戒の対応について

正解は
巨大地震警戒の防災対応の考え方は、津波の到達が
早いなど地震発生後の避難では間に合わない地域は
「安全な場所に事前避難する※」、それ以外の地域は
「リスクは回避し、いつでも逃げられるようにしておく」と
地域によって異なります。※事業継続しながら危険回避
措置をとることができる場合は、事業継続も可。

問 

題

3

「巨大地震注意」が発表された場合、避難場所や避難経路、避
難誘導手順等の再確認や、従業員や施設利用者が直ちに避難
できるような準備を整えた上で、社会経済活動を継続すること
が大切だ。

巨大地震注意の対応について

正解は

解説
「巨大地震注意」での防災対応は「予定をやめて、すぐ
逃げる」ではなく「いつも通りを続けながら、いつでも
逃げられるようにしておく」ことです。
日常生活や仕事を止める必要はありません。適切な
防災対応を実施しながら、社会経済活動を継続しま
しょう。

問 

題

2

「巨大地震注意」の場合、防災対応をとる期間は地震発生から1
週間が基本である。

巨大地震注意の対応期間について

正解は

解説
「巨大地震注意」の場合、防災対応をとる期間は地震発
生から1週間が基本です。
なお、「巨大地震警戒」の場合の期間は、地震発生から2
週間です。事前避難が必要な地域においては、最初の1
週間は事前避難を実施、その後、更に1週間は事前避難
は終了しつつ「巨大地震注意」と同様の対応を続けます。

問 

題

1

現在は科学技術が発達し「いつ・どこで・どれくらいの地震が起
きるか」を正確に予測する地震”予知”が可能となったため、南
海トラフ地震臨時情報が運用開始された。

地震発生時期の予測について

正解は

解説
現在の科学技術では、地震の発生時期・規模・場所を
正確に予測することは困難であり、臨時情報が発表さ
れても実際に地震が起こるかどうかは分かりません。
日頃からの備えは地震防災の基本ですが、実際に地震
が起きたときに、1人でも多くの命を守り、被害を少しで
も減らすために、臨時情報は発表されます。


